
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

総務部 財政課 

担当：黒田 和彦 ・ 伊藤 一紀 

電話：026-235-7039（直通） 

 026-232-0111（内線 2052） 

FAX：026-235-7475 

E-mail：zaisei@pref.nagano.jp 

 

 

時代の変化に的確に対応し、より効率的に行政サービスを提供するため、平成

21 年度予算編成に当たり、「長野県行財政改革プラン」に基づき、すべての事業に

ついて県の果たすべき役割等を踏まえて見直しを行いました。 

各部局で検討した結果は、別紙「主な見直し事業（案）」のとおりです。 

見直し事業（案）に対するご意見・ご要望については、各担当課（各事業名の下

にファックス・メールアドレスを記載してあります）へ、１月 16 日（金）までにお寄せく

ださい。 

 

長野県プレスリリース 平成 20 年（2008 年）12 月 16 日

主な見直し事業（案）について 
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主　な　見　直　し　事　業  一　覧　

事　業　名
予算額

（見直し見込額）
区　分 事　業　内　容 見直し内容・理由 今後の方向性

消防防災ヘリコプターリース事業 平成20年度予算額 廃止
1,223万4千円

消防課
ＦＡＸ　　026-233-4332
E-mail　shobo@pref.nagano.jp 見直し見込額 <Ｈ21年度>

1,223万4千円

空港管理費（緑地管理業務） 平成20年度予算額 縮小
4,088万7千円

交通政策課
ＦＡＸ　　026-235-7396
E-mail　kotsu@pref.nagano.jp 見直し見込額 <Ｈ21年度>

433万円

平成20年度予算額 廃止
140万円

生活文化課
ＦＡＸ　　026-234-6579
E-mail　seibun@pref.nagano.jp 見直し見込額 <Ｈ21年度>

140万円

平成20年度予算額 縮小
646万9千円

生活文化課ＮＰＯ活動推進室
ＦＡＸ　　026-232-2234
E-mail　npo@pref.nagano.jp 見直し見込額 <Ｈ21年度>

212万4千円

賦課徴収体制充実強化事業 平成20年度予算額 縮小
20億5,749万2千円

税務課
ＦＡＸ　　026-235-7497
E-mail　zeimu@pref.nagano.jp 見直し見込額 <Ｈ21年度>

7,200万円

　事業の趣旨を他の事業に活かし、引き続
き交通安全の啓発・普及を図ります。

　ボランティア・NPO活動を支援、推進する
拠点として、「ボランティア交流センターなが
の」を運営し、必要な情報や活動場所の提
供等により、ボランティア・NPO活動を推進し
ています。

　本庁と業務統合及び運営形態の見直しを
行い、行託職員数の見直しを行います。

　引続き適正な課税・未収金の縮減に取り
組みます。

　事務の効率化を図るため、課税体制の一
部を集約化します。また、県税の未収金縮
減を図るため、徴収体制を地域担当型から
機能分担型に切替えるとともに一部機能の
外部委託を行います。

　県税の賦課徴収に係る事務を行っていま
す。

　業務を、本庁と一体化することで、利用者
の利便性の向上、機能の充実、運営の効率
化を図っていきます。

　耐空検査及び６ヶ月点検時には代替ヘリ
をリースして消防防災用務に対応します。

　県警ヘリや他県ヘリの広域応援等に加
え、ドクターヘリの導入などにより緊急時の
対応が可能になったため廃止します。

　県警ヘリや他県との広域応援等、ドクター
ヘリにより対応します。

ボランティア交流センターながの運営事業

交通安全「Ｋプロジェクト」事業

　経費の縮減を図るため、刈草の飼料化を
定着させていきます。

　焼却処分していた刈草を、家畜の飼料とし
て酪農家に無償提供することで焼却費用を
縮減します。

　運航の障害となる鳥の飛来を抑制したり、
航空灯火が隠れないようにするため、滑走
路周辺緑地の草刈りを行っています。

　交通安全関係団体等の協力を得ながら、
交通社会の中で弱者的立場にある高齢者な
どに対し、交通安全の啓発・普及を図ってい
ます。

　
　平成18年度からの3年サンセット事業のた
め、平成20年度で終了します。
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事　業　名
予算額

（見直し見込額）
区　分 事　業　内　容 見直し内容・理由 今後の方向性

平成20年度予算額 休止
4億1,714万5千円

長寿福祉課
ＦＡＸ　　026-235-7394
E-mail　choju@pref.nagano.jp 見直し見込額 <Ｈ21年度>

4億1,714万5千円

福祉関係県単独市町村補助金 平成20年度予算額 その他
3億2,549万7千円

地域福祉課
ＦＡＸ　　026-235-7485
E-mail　chiiki-fukushi@pref.nagano.jp 見直し見込額 <Ｈ21年度>

―

公衆衛生専門学校費 平成20年度予算額 縮小
3,623万5千円

医療政策課
FAX 026-223-7106
E-mail iryo@pref.nagano.jp 見直し見込額 <Ｈ21年度>

1,175万8千円

感染症健康診断等予防対策事業 平成20年度予算額 縮小
443万3千円

健康づくり支援課
FAX 026-235-7170
E-mail kenko@pref.nagano.jp 見直し見込額 <Ｈ21年度>

314万6千円

平成20年度予算額 縮小
5,611万6千円

健康づくり支援課
FAX 026-235-7170 見直し見込額 <Ｈ21年度>
E-mail kenko@pref.nagano.jp 143万4千円

公衆浴場運営資金貸付金 平成20年度予算額 廃止
550万円

食品･生活衛生課
FAX 026-232-7288
E-mail shokusei@pref.nagano.jp 見直し見込額 <Ｈ23年度>

550万円

　国のウイルス肝炎対策との整合性を図り
つつ、効果的な対策となるように事業を実施
していきます。

　公衆衛生専門学校長野校をH21年3月を
もって閉校します。

　公衆衛生専門学校伊那校はH22年度から
3年制に移行し、引き続き歯科衛生士の養成
を図ります。

　保健所において飲食業に従事する事業者
等の検便、インフルエンザの集団発生時に
おける調査、検査等を実施しています。

　業者依頼による検便業務については、県
以外の検査機関において検査機会が確保さ
れているため、H20年度末で廃止します。

　検便以外の業務については、引き続き実
施することにより、感染症の発生及びまん延
防止を図ります。

　長野県公衆衛生専門学校条例に基づき、
長野校（保健師学科、歯科衛生士学科）、伊
那校（歯科衛生士学科）を設置、運営してい
ます。

　ウイルス肝炎の医療の推進と患者家族の
経済的負担の軽減を図るため、ウイルス肝
炎医療費を給付しています。

　抗ウイルス療法に係る入院医療費分につ
いて、H21年10月から以下のとおり見直しま
す。（H21見直し額　717千円）
・患者一部自己負担額を国制度に合わせま
す。
・食事療養費を給付対象外とします。

　
　市町村が地域の実情に応じ、きめ細やか
な福祉サービスの提供ができるよう、必要に
応じてメニューなどの見直しを行っていきま
す。

　
　市町村が実施する様々な福祉関係事業に
ついて、県単独で補助金を交付しています。

　終期を定めている事業を除き、福祉関係
の県単独の市町村補助金について、市町村
の実情に応じ、効率的な事業実施が図られ
るよう、事業をメニュー化した統合補助金に
します。

　保険者（市町村又は広域連合）の介護保
険財政の安定化を図るため、国、県及び保
険者が３分の１づつ拠出し、介護保険財政
安定化基金を運営しています。

　第４期介護保険事業計画（21～23年度）期
間中については、基金の積み増しを行わなく
ても対応可能であると見込まれることから、
拠出率を０％とします。

　第５期以降の介護保険事業計画について
も、対応の可否を見極めながら、適切な拠
出率を定めていきます。

介護保険財政安定化基金運営事業（拠出金積立）

ウイルス肝炎医療費給付事業
（抗ウイルス療法に係る入院医療費分）

　公衆浴場経営安定化助成、設備改善事業
補助金等により、引き続き支援を図ります。

　長野県公衆浴場業生活衛生同業組合を介
して、公衆浴場業の経営に必要な運転資金
を営業者へ貸付けます。
貸付期間は１年以内です。

　日本政策金融公庫等の融資制度の充実
及び利用実績の減少のため、段階的に縮小
し、H22年度末で廃止します。
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事　業　名
予算額

（見直し見込額）
区　分 事　業　内　容 見直し内容・理由 今後の方向性

不法投棄防止夜間監視事業 平成20年度予算額 縮小
160万円

廃棄物監視指導課
FAX 026-235-7259
E-mail kanshi@pref.nagano.jp 見直し見込額 <Ｈ21年度>

110万円

住宅・建築物耐震改修促進事業 平成20年度予算額 縮小
7,500万円

建築指導課
ＦＡＸ　　026-235-7479
E-mail kenchiku@pref.nagano.jp 見直し見込額 <Ｈ21年度>

570万円

平成20年度予算額 縮小
32億4,316万円

義務教育課
ＦＡＸ　　026-235-7494 見直し見込額 <Ｈ21年度>
E-mail　gimukyo@pref.nagano.jp 4億1,349万5千円

高校教育課
ＦＡＸ　　026-235-7488
E-mail　koko@pref.nagano.jp

特別支援教育課
ＦＡＸ　　026-235-7459
E-mail　tokubetsu-shien@pref.nagano.jp

　市町村が実施（補助）する、昭和56年以前
に建設された住宅等の耐震診断及び耐震
補強に対して補助を行っています。

　限られた予算のなか、収入分位が40％以
下の世帯等が居住する住宅の耐震化を特
に推進するため、一部制度の見直しを行い
ます。

　耐震補強工事が必要な住宅の所有者等に
対して、耐震補強の必要性や税制等の支援
制度に関する情報提供等を行い、改修を実
施しやすい環境を整備していきます。

　公立小中学校、県立高等学校、特別支援
学校の教員に支給する手当です。

　今後もメリハリある教員給与体系の実現を
図ります。

　不法投棄の抑止効果が落ちないよう、引き
続き廃棄物監視員・指導員による不法投棄
防止夜間監視を実施します。

教員手当（義務教育等教員特別手当、教員特殊業
務手当）

　人材確保法に基づく優遇措置の縮減及び
メリハリをつけた教員給与体系を実現するた
めの義務教育費国庫負担金の見直しを受け
て、教員手当の見直しを行います。

　廃棄物監視員・指導員及び民間委託業者
による産業廃棄物運搬車両等に対する夜間
監視を実施し、産業廃棄物の大規模不法投
棄の防止と抑止を図っています。

　費用対効果を考慮して、民間委託業者に
よる夜間監視は廃止し、廃棄物監視員・指
導員による夜間巡回監視を強化します。
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